
（様式仕-1）（治山工事共通特記仕様書第 1 条関係） 

 

 

令和 ５ 年度 
 

日影沢地区予防治山工事 
                                                     

                       特  記  仕  様  書  

                                                    

  第１条 適用 

この特記仕様書は、森林整備保全事業標準仕様書（以下「標準仕様書」という。）、治山工

事共通特記仕様書（以下「共通特記仕様書」という。）を補足する事項を示すものであり、

標準仕様書及び共通特記仕様書に優先する。本工事の施工にあたっては、「森林整備保全事

業工事標準仕様書」及び「治山工事共通特記仕様書」に基づき実施しなければならない。 

       

  第２条 保険の付保及び事故の補償に関する付則 

１．標準仕様書 1-1-1-47 の５項に記載の建設業退職金共済制度のほか、林業退職金共済制度 

も含まれるものとする。 

なお、受注者が中小企業退職金制度に加入しており、被共済者が業務に従事する場合にお

いては、発注者用掛金収納書に代えて、中小企業退職金共済事業本部が発行する加入証明書

を発注者に提出するものとする。 

２．標準仕様書１-１-１-47「保険の付保及び事故の補償」第５項については、以下のとおり

読み替えることとする。 

   

 第３条 法定外の労災保険の付保 

     受注者は、本工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保す 

るための保険契約（以下「法定外の労災保険」という。）に付さなければならない。な 

お、法定外の労災保険に係る保険料等の費用は、現場管理費率の中に計上されている。 

 

 第４条 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更について 

    治山工事共通特記仕様書第 15 条に記載のある各種資材について下表のとおりとする。 

   

             

資 材 名 規 格 調達地域等 

該当なし   

   

   

               

                                    

 

 

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収納書
（発注者用）を工事請負契約締結後原則１カ月以内（電子申請方式による場合にあって
は、工事請負契約締結後原則 40 日以内）に、発注者に提出しなければならない。 

また、受注者は、建設業退職金共済制度について、建設キャリアアップシステムの活
用等により技能労働者等の就労状況を適切に把握し、これに基づく履行状況について、
工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、検査職員に提示しなければならな
い。 


